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研究成果の概要： 

非無作為化実験や観察研究など無作為割付がなされない場合における因果効果の推定法とし
て、潜在クラスモデルを用いた方法およびその改良法を提案し、既存の傾向スコア法による因
果効果の推定および周辺平均の推定よりも分布の仮定のずれに頑健な推定を行えることがわか
った。また、実際の調査データへの応用として、無作為調査とインターネット調査の間の共変
量のずれを補正する方法を提案し、そのよさを検証した。 
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１．研究開始当初の背景 

研究開始当初、非無作為化実験や観察研究
など無作為割付がなされない場合における
因果効果の推定法として、傾向スコア法に関
する研究やその適用が盛んに行われていた。 

従来の傾向スコア法では共変量と割付変
数間の関係をロジスティック回帰モデルや
ノンパラメトリック回帰モデルといった比
較的単純なモデルで説明し、因果効果や周辺
平均の推定に関して所属確率の逆数重みに
よる加重平均法を一般的に用いていた。後者
の点に関して、研究代表者を含む研究グルー
プにおいては、一部の観測値に過剰に重みを
与えてしまう可能性があるため頑健ではな

く、その解決には逆数重み法よりも層別解析
あるいはマッチングのほうが適切であると
考えていた。そして、層別解析を行うのであ
れば、ロジスティック回帰モデル等で傾向ス
コアを推定後にその値で層別するよりも、は
じめから層内での独立性を目指したモデル
を考慮したほうが自然であることから、潜在
クラスモデルの適用を検討した。 

また、周辺平均の推定は複数の調査モード
間における調査結果の補正に用いることが
可能であり、当時の背景として従来型の調査
形式からインターネット調査移行の可能性
を探っていたことから、本研究の適用例とし
て調査データの補正を念頭においた。 
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２．研究の目的 

本研究開始当初の目的は、因果効果の推定
問題において、潜在クラスモデルを用いた新
しい方法を提案し、そのよさの評価を与え、
とくに調査モード間の共変量の偏りの補正
に使えるかどうかを検証することにあった。
具体的には以下の通りである。 

 
(1) 因果推論のモデル構築： 

因果効果の推定問題において、各潜在変数
の値ごとに共変量と割付変数が局所独立の
関係をもつ潜在クラスモデル（あるいは混合
分布モデル）による方法を提案する。そして、
理論的な考察により、そのモデルから得られ
る推定量のよさについて保証をあたえる。 
 
(2) モデルの検証と選択： 

計算機シミュレーションを通して、提案し
たモデルが既存モデルに対して優れている
かどうか、詳細な検討を行う。また、クラス
数の選択や共変量間の相関構造の導入など、
因果効果の推定の立場からどのように行え
ばよいかの方策を検討する。 

それらの結果をフィードバックし、より適
切な新しいモデルの提案を行う。 
 

(3) 調査データへの応用： 

調査モード間のデータ補正について適用
を行う。これにより、既存の無作為標本によ
る調査法（訪問留置調査など）の結果を、イ
ンターネット調査の結果だけから補正でき
るかどうかを検証する。 

 

 

３．研究の方法 

以上の目的を果たすため、以下のような手順、
方法で研究を遂行していった。 

 

(1) 理論的な考察： 

潜在クラスモデルおよび混合正規分布モ
デルを用いた共変量調整法に関して、その理
論的な考察を行った。具体的には、因果効果
の推定量および周辺平均の推定量の性質に
ついて理論的に検証した。 

 

(2) 計算機シミュレーションによる検討： 

上記モデルに関して、潜在クラスモデルと
いう観点ではなく、因果効果の推定という観
点からの適切なクラス数の選択について、計
算機シミュレーションを中心に詳細に検証
した。 

また、提案法と既存の傾向スコア法のパフ
ォーマンスを汎化誤差の観点から詳細に比
較した。 

 

 

(3) 新しいモデルへのフィードバック： 

計算機シミュレーションを通して明らか
となった上記モデルの課題である、クラス内
での共変量全体に対する局所独立性という
過剰な制約をもつモデルを緩和し、共変量間
に連関を許したモデルを提案し、そのよさを
シミュレーションを用いて検証した。 

さらに、モデルの頑健性を高めるべく、共
変量と割付変数の間のみならず共変量と目
的変数の間にも潜在変数を用いた新たなモ
デルを提案し、理論的に検証した。 

 

(4) 新しいモデルの検証： 

新しいモデルについて、計算機シミュレー
ションを通してそのよさを比較した。 

 

(5) 調査データへの応用： 

実際の調査データへの応用を行った。周辺
平均の推定を応用し、訪問留置調査あるいは
電話調査とインターネット調査の間の共変
量のずれを補正できるかどうかを、実際の調
査データを用いて検証した。 

 

 

４．研究成果 
 本研究を通した主な成果は以下の通りで
ある。 

 

(1) 因果推論のモデル構築： 

非無作為化実験や観察研究において因果
効果を推定するモデルとして、共変量と割付
変数を用いて、すべての変数が局所独立とな
るような潜在クラスモデル（連続変数なら混
合モデル）を用いることを提案した。 

各潜在クラス内では割付変数が共変量の
影響を受けず独立であると考えることが可
能となるため、各潜在クラスにおける目的変
数の比較を行い、最終的に各潜在クラスのサ
イズで重み付けして集計を行うことにより、
全体として共変量の影響を取り除いて目的
変数の値を群間比較できるのである。また、
周辺平均の推定に関しても、各クラスへの帰
属確率を用いて計算することができる。 

これらの推定量は MAR（欠測がランダム）
でありモデルが適切であるという条件のも
とで一致推定量となることがわかった。 

 
図 1: 非無作為化実験と因果効果 
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図 2: 潜在クラスモデル 

 
(2) モデルの検証と評価： 

R 言語を用いた計算機シミュレーションを
用いて、共変量と割り付けとの間のモデル化
が適切でない場合の傾向スコア法は不適切
な補正を行ってしまうのに対し、提案モデル
はモデルのズレに強いことを確認した。 

また、クラス数に関して真のモデルを想定
した場合には精度の高い推定を行うことが
できるが、真のモデルよりもクラス数がある
程度多い場合にも推定の精度はほとんどか
わらないことがわかった。ただしクラス数を
増やしすぎると各クラスがスパースとなり
推定量の分散が大きくなるため精度が悪い。
逆に、真のクラス数より少ない数を選んだ場
合には十分に補正を行えない。 

これらのことから、真のモデルを探す BIC、
BIC よりも多いクラス数を選択する傾向にあ
る AICといった情報量規準を用いてクラス数
を選択するのは適切であるとの結論を得た。 

一方で、提案モデルは、クラス内での局所
独立性の仮定に基づいており、共変量の数が
多い場合に必要なクラス数が過剰に多くな
ってしまい、その結果各クラスがスパースと
なって推定が不安定となってしまうことが
わかった。しかし、一般に MAR の仮定を満
たすためには共変量を多く取る必要があり、
そのトレードオフの関係にあることがわか
った。 

 

(3) 新しいモデルの提案とその検証： 

実際には共変量間の局所独立性は不必要
であり、さらにこの制約が必要なクラス数を
増やしてしまうことに影響している。 

そこで、共変量間に相関構造を導入したモ
デルについて検討した。共変量間に連関を許
すモデルとして、共変量が連続な場合に対し
ては相関を持つ多変量混合正規分布と 2値変
数の同時分布、共変量が 2値の場合に対して
は多変量ベルヌーイ分布を用いることを検
討した。前者のモデルにおいてはクラス間で
相関行列を共通にする、混合主成分モデル等
を用いるなど、パラメータに制約をおいた
様々な部分モデルが考えられ、真のモデルと
一致する適切なモデルを仮定した場合には

因果効果の推定を適切に行うことができる
が、誤ったモデルを用いると推定がうまくい
かないことがわかった。どのモデルを選択す
るか新たに規準が必要である。また後者のモ
デルでは一般に必要なパラメータ数が多す
ぎることが明らかとなった。 

また、モデルの頑健性を高めるため、共変
量と目的変数間にも潜在因子を仮定した新
しい 2因子モデルについてその理論的な考察
とシミュレーションを行ったが、傾向スコア
モデルにおける Doubly Robust 推定量のよ
うな、共変量と目的変数の間あるいは共変量
と割付変数の間のモデルのどちらかが正し
い場合に割付効果の一致推定量が得られる
という性質については今のところ明らかと
なっていない。 

 
(4) 調査データへの応用： 

これらの提案手法を応用し、実際の調査デ
ータに対する補正の精度を確認した。 

従来型の調査である訪問留置調査は、現代
の社会情勢にあって調査の回収率、手間やコ
ストの関係から難しく、近年急速に普及して
きたインターネット調査へのシフトが検討
されている。しかしながら、インターネット
調査のパネルは無作為標本から年齢・性別・
職業等や社会参画意識等の変数において大
きく偏りをもっていることが指摘されてい
る。そこで、傾向スコア法や潜在クラス法を
用いて、これらの偏りを調整して周辺平均を
推定する方法が構築できれば、その意義は大
変に大きいものといえる。 

実際の社会調査データに対して提案手法
を用いて、周辺平均の推定を行いその精度を
比較した。その結果、実際の調査においては
MAR の仮定が必ずしも成り立っているとは
いえないことから、推定の精度は必ずしも十
分とはいえないことがわかった。これは、提
案した潜在クラス法であっても傾向スコア
法であっても同様であった。どちらのモデル
のほうが優れているかは目的変数によって
異なり、一概には言えないことがわかった。
また、共変量数が非常に多いため、潜在クラ
ス法を行うにはかなりの時間と負荷がかか
ることがデメリットであるといえる。 
 
(5) 意義と今後の展開： 

これらのことから、MAR が成り立つ場合
には、提案した潜在クラス法は因果効果の推
定および周辺平均の推定において、現在標準
的に用いられている傾向スコア法と比べて
も十分に有効であるといえる。しかしながら、
MAR ではない場合の精度や、また共変量数
が多い場合の実行速度等、その実装にはまだ
問題点が多い。したがって、今後はこれらを
解決すべく、より優れたモデルを提案してい
く必要がある。 
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